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１．研究計画の概要 

本研究では、人間に恵みを与える森林生態
系、陸域生態系、海洋生態系の相互連環に注
目し、その連関及び維持機構の保全により、
われわれがその恵みを持続的に賢く利用し
続けていくためには何が必要であるかを明
らかにする。そのために臨界自然資本という
概念を援用し、その理論的かつ実証的な識別
を通して、人間が自然に対して超えてはなら
ない限界を探る方法を確立するとともに、人
間と自然との長いかかわりから生み出され
てきた管理手法、資源政策、環境政策をいっ
そう進化させ、現実から遊離させることなく、
実効性のある形で臨界自然資本保全あるい
は自然再生の方策の体系として提示するこ
とをねらっている。 
 
 
 
２．研究の進捗状況 

研究は文献調査、ヒアリング調査、理論的
研究、フィールド調査、フィールドの知見を
基にした実証研究により実施された。理論的
研究と実証的研究は同時進行し、その情報を
メンバー全員が効率的に共有することでシ
ナジー効果が生み出されつつある。理論研究
としては臨界を定める DNS ポイントの特徴
づけに一定の理論的成果を得ることができ
た。これにより、臨界資本の識別の理論的条
件が明確になってきた。また、関連して、バ
イオプロスペクティングをもとに、生物多様
性条約での利益配分の衡平性の問題を分析
した。あわせて、温暖化問題と生物多様性問
題の分野で、森林の炭素吸収サービスの問題
および地球生態系と持続可能性の問題を論

じた。管理手法にかかる実証研究においては、
中山間地域において二次的自然資源管理の
担い手が消失する危険性を予測するととも
に、今後の管理には権利分配の再検討が不可
欠であることを示した。鹿児島県与論島を事
例にサンゴ礁の劣化と保全の問題について
調査・研究し、生態リスク管理の観点等から
分析した。その中で住民やコミュニティ、自
治体などからなる地域社会の果たす役割の
重要性を指摘し、理論的に位置づけた。評価
にかかる実証研究においては、生態系サービ
ス評価手法の精度向上を目的として、公園利
用者のデータを用いて実証分析を行った。さ
らに、利用者の位置情報に基づき GIS を活用
し、利用者の距離情報がモデルの精度を向上
させることを実証した。また、フィリピンの
ルソン島南部サンミゲル島を事例にサンゴ
の海の保全に関わる便益の経済評価手法を
研究、WTW を用いた仮想行動評価法の方法
を提案、試行した。これ以外にも、フィリピ
ンラグナ州ラグナ湖周辺の漁村などでも評
価を実施した。得られた成果は７月５日に北
海道大学で開催された国際コンファレンス
（ICSA2008）や８月２９日にハンガリーで
開催された国際シンポジウムなどで順次発
信されている。 
 
 
 
３．現在までの達成度 
 ①当初の計画以上に進展している 
(理由) 
 当初計画書にも記載したように、研究進捗
のおおむねの目安として、平成２０年度末ま
でに臨界自然資本の識別を明らかにするこ



と、そして平成２１年度以降はそれに基づい
た管理手法・管理政策の検討を行うことにし
てきた。現状では、臨界自然資本の識別のた
めに活用できる理論的成果が得られ、あわせ
て環境リスク管理手法・管理政策の検討が既
にかなり進められてきている。これらは平成
20 年 8 月 26－27 日に特定領域内の『東アジ
アの経済発展と環境政策』班と合同で実施し
た中間報告会で社会に発信され、そこでの議
論を受けて、領域全体で刊行を進めている重
層的環境ガバナンス叢書の一巻『自然資本の
保全と評価』(ミネルヴァ書房)の形で取りま
とめられ、近日上梓の予定となっていること
から。 
 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）理論研究においては、次の 3 点が課題
として残された。過少利用の状況を正確に記
述・分析するための人間－生態系相互作用モ
デル構築、自然資本の保全のためのリスク分
析の汎用的枠組の探求、自然資本の臨界水準
の実証的識別のための理論研究の深化であ
る。 
（２）管理手法・管理政策にかかる実証研究
においては、次の３点が課題として残された。
得られた知見の具体化のための自然資本保
全問題の実証的な類型化、自然資本の保全に
おいて示された政策、主体、管理組織の可能
性の一般化の検討、得られた知見に基づく自
然資本の保全原則の定立可能性の探求であ
る。 
（３）管理手法・管理政策の改善に資する環
境評価研究においては、次の 3 点が課題とし
て残された。自然資本の保全をめぐる合意形
成において有益な情報を地域に提供するた
めの環境評価自身の精度向上、環境評価の情
報が政策立案過程へ一層統合されるための
合意形成基盤のありかたの考察、持続可能な
発展という観点からのリジリアンスを含め
た自然資本の具体的な評価の実施である。 
 
 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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